
インドネシアで歓迎される
日本企業とは
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自己紹介
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1975/4～1981/6 ヤマハ㈱入社 インドネシア工場立上支援分野配属

1981/6～1987/3 インドネシア工場生産課長 電子鍵盤楽器の組立生産

1987/3～1995/7 インドネシア工場長 電子楽器、ピアノ、ギターの輸出拠点化

1995/7～2005/3 帰国、インドネシアを普及品の生産拠点化するプロジェクト

2005/3～現在 ヤマハ退職、インドネシア進出サポートコンサルタントとして独立

  インドネシア語翻訳・通訳

静岡大学客員教授、専修大学客員講師

独立行政法人日本貿易振興機構(JETRO)専門家

独立行政法人 中小企業基盤整備機構アドバイザー

一般社団法人海外事業支援センター(OBAC)アドバイザー

一般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS）講師

一般社団法人日本インドネシアビジネス協会(ABJI)理事

などを経歴し、これまでのインドネシア進出支援企業数は約100社
インドネシアと
の関わりも51年
になりました



セミナー要旨
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• 2026年2月16日発行のセミナースライド『インドネシアにおける日本と中

国の存在感の推移』では、中国の影響力が年々強くなりつつあると警
鐘を鳴らしました。

• 確かに投資や貿易の分野では、2014年のジョコウィドド政権発足以降、
急激に増えています。

• しかし、文化、技術、人材などに関わる分野では、日本は依然高い評
価を得ています。

• 今後、インドネシアで事業を展開する日本企業は、この事実を疎かに
してはいけないと思います。

• このセミナーでは、インドネシアで歓迎される日本企業とは、について
改めて考えてみます。

https://www.hmkt.jp/276_sonzaikan.pdf
https://www.hmkt.jp/276_sonzaikan.pdf
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1. 事業戦略

5

 最短でも5年間の事業計画を策定し、長期的な視野で事業戦略を考えている。

 単年度黒字および累計黒字達成年度を、最重要目標として挙げている。

 純利益率が、インドネシア国内の定期預金利率を上回る。

 当事業の成果が、日本とインドネシア両国の経済成長に、微力ながらも貢献する。

 当事業が、インドネシアの国家課題である雇用機会創出に、微力ながらも貢献す
る。

 当事業が、インドネシアの国家課題である、天然資源から工業材料へのサプライ
チェーン構築に、微力ながらも貢献する。

 当事業が、インドネシアの国家課題である、裾野産業の発達に、微力ながらも貢
献する。

 当事業が、日本とインドネシアの間の、国家間の絆の強化に、微力ながらも貢献
する。

https://www.hmkt.jp/56_chukikeikaku.pdf


2. 商品開発
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 インドネシア人の憧れである“日本製”が感じられ、インドネシア人の嗜好に対応し
た製品を開発する。

 インドネシア国内市場の、富裕層、中間層、貧困層と言う格差社会からなる、購買
力に合った価格を実現出来る、仕様、機能、品質を前提にした独自の製品を開発
する。

 インドネシアの高温多湿な自然条件、都市部の大気汚染や飲料不可能な上水道、
そして未整備の下水道と言う、生活環境条件を配慮した製品を開発する。

 国家の時限爆弾と言われる、ゴミ処理問題の負担を極力少なくした製品を開発す
る。

 国民の9割がイスラム教徒であり、食品、医薬品、化粧品等は、イスラムの戒律に
遵守したハラル認証を受けられる製品を開発する。

 国民の健康を守るための、医薬品・飲食品監視局（BPOM）が定める認可を受けら
れる製品を開発する。

 国民の安全、衛生、健康を守るための、インドネシア国家基準（SNI）の認可を受け
られる製品を開発する。

https://www.hmkt.jp/47_halal.pdf
https://www.hmkt.jp/49_bpom.pdf
https://www.hmkt.jp/48_sni.pdf


3. 市場開拓
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 島別、人口、購買力、民族、宗教などで分類された、市場分析の重要性を理解し、
実現出来る。

 インドネシアの市場開拓に長年の経験と実績を持つ、現地側のパートナーと協力
しながら、共に発展することを望む。

 インドネシア人の憧れである“日本製”が感じられ、インドネシア人の嗜好に対応し
た製品を市場に投入出来る。

 インドネシア国内市場の、富裕層、中間層、貧困層と言う格差社会からなる、購買
力に合った価格を実現出来る、仕様、機能、品質を前提にした独自の製品を市場
に投入出来る。

 狙う顧客層に合った広告宣伝や販売促進に、人・物・金のリソースを拠出する、意
欲と能力がある。

 日本での職種に拘りなく、市場開拓に意欲を燃やし、現場に積極的に足を運ぶ日
本人を出向させることが出来る。



4. 商品供給
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 原材料から消費者までの、サプライチェーン全体を可視化することで、関係者全員
による、事業形態についての理解を共有出来る。

 サプライチェーンを構成している各プロセスの、コスト、時間、柔軟性、信頼性、在
庫が、定量的に把握されている。

 販売・一般管理費は、売上総額に対して20％以下である。

 サプライチェーンの各プロセスにおいて、様々な改善や技法が実践されている。

 月次、週次、あるいは日次の調達・生産・販売計画を立案するに当り、サプライ
チェーン全体のコスト・在庫が最適であり、顧客の満足度も満たせることを、論理
的に判断出来る。

 需要予測は外れることを前提とし、そのための調整機能として、材料在庫、仕掛在
庫、そして製品在庫を適切なレベルで維持することを理解している。

 不良品、修理品、定期保全品の返品プロセスも確立されている。

https://www.hmkt.jp/22_sckaizen.pdf
https://www.hmkt.jp/22_sckaizen.pdf
https://www.hmkt.jp/116_scmgiho.pdf


5. 顧客管理
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 日本国内における顧客セグメント化の手法は確立されており、そのノウハウはイン
ドネシアにおいても応用出来る。

 日本国内での取引先の多くが、既にインドネシアに進出して事業を展開している。

 客先での商談において、顧客の要望に応じて、価格および納期を正確に提示する
ための、情報システムとツールが実現している。

 顧客アンケート調査の結果が分析評価されており、そのノウハウはインドネシアに
おいても応用出来る。

 顧客からのクレームの取り扱いと解決策は、形式知として蓄積されており、そのノ
ウハウはインドネシアにおいても応用出来る。

 売買取引契約書や機密保持契約書等は、日本国内において既に使われており、
そのノウハウはインドネシアにおいても応用出来る。

 インドネシアにおける商取引の慣習に対し、郷に入りては郷に従えで、柔軟に対応
出来る。



6. 人材開発
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 最終的には、インドネシア人だけで現地法人の経営が成り立つべく、人材の採用、
幹部候補育成、そして配置に心掛けている。

 日本の高度経済成長の基盤であった、終身雇用と年功序列を基に、定年まで安
心して働けることを雇用方針としている。

 人事評価制度と賃金制度は公開されており、自分に望まれる努力は何で、それが
どのように評価され、賃金に反映されるのか、明確に公正な形で連携している。

 様々な自己啓発の機会が提供されており、努力の成果は人事評価に公正に反映
される。

 報奨制度や出来高給も柔軟性を持って導入可能で、自身の能力を仕事の成果に
活かせる機会を用意する。

 労働法、労働組合法、雇用創出法、ならびに建国五原則（PANCASILA）に遵守した
労使関係の構築を目指している。

https://www.hmkt.jp/31_jiritsu.pdf
https://www.hmkt.jp/264_kanbuikusei.pdf
https://www.hmkt.jp/86_jinjihyoka.pdf
https://www.hmkt.jp/162_ikusei.pdf
https://www.hmkt.jp/209_hoshoseido.pdf
https://www.hmkt.jp/205_rodoho.pdf
https://www.hmkt.jp/185_roso.pdf
https://www.hmkt.jp/126_pancasila.pdf


7. 情報管理
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 事業展開の進捗に合わせた、業務のIT化についての明確な方針とロードマップが

あり、マニュアル処理とシステム処理の流れと連携が可視化され、関係者間で理
解が共有されている。

 但し、会計処理は当初からソフトウエアを活用するが、現地側の会計士事務所が
推奨する製品で、日本側もオンラインでデータを共有出来る。

 購買管理、生産管理、販売管理、労務管理等のデータ処理は、当面はエクセル
ベースで工夫するが、会計システムに必要なデータは、再加工することなく入力出
来る。

 出来るだけ早い段階で、個別処理されたデータを一括共有管理出来る、グループ
ウエアあるいはデータサーバーを利用する。

 各システム、あるいはデータへのアクセス権限を定め、社外への流出や漏洩を防
止する仕組みが出来ている。

 急速に発達しているAIを、自社の業務にどのように活かせるのか、専門的に研究
している。

https://www.hmkt.jp/104_itsystem.pdf


8. 財務管理
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 昨今の資金調達コストで最も低いのは、日本円による資本投資であることを良く理
解している。

 日本側の投資回収の手段として、利益配当、輸出部材利益、技術援助料等である
が、親会社として現地法人を育てることを忘れていない。

 節税努力はするが、法人税等の適切な納税を通じて、インドネシア社会に貢献す
ると言う高い志を持っている。

 迅速な月次仮決算に基づき、当月・累計、予算・実績の差異分析を行い、年度末
の利益着地見込が予算を下回らないよう、年初から厳しい管理を行うことが当たり
前になっている。

 財務会計上の総合原価計算の他に、管理会計上の個別原価計算と、それに必要
な材料歩留管理や作業能率管理が出来る。

 減価償却期間の前に機械設備が廃却処分とならないよう、財務の面からも点検・
保全・修理には目を光らせている。

 輸出入決済での為替差損を最小化するために、外国為替予約が条件付きで認め
られている。

https://www.hmkt.jp/107_merit.pdf
https://www.hmkt.jp/72_zeikin.pdf


9. 資産管理
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 長期的展望で土地は当初必要な広さの2倍以上を確保し、将来の増産対応の懸
念を払拭するだけでなく、開放的な環境下での職場を実現する。

 自然採光や通気を工夫した生産職場を提供し、更衣室、トイレ、食堂、休憩室、礼
拝所、駐輪場など、福利厚生の面でも快適に使えることに配慮している。

 会議室や応接室だけでなく、人材育成のための研修室や集会場も設置されている。

 設備機械の保全部門を設置し、国内外の製造元で定期的な研修を受けさせ、予
防保全と迅速な修理に対応する。

 生産性向上の施策として、機械化や自動化の長期計画を策定し、そのための調
達先を常日頃から開拓している。

 工具、治具、計測器などの管理には、5S活動を徹底し、紛失や盗難も即時に判明
する。

 材料や仕掛品の在庫管には、5S活動を徹底し、番地管理やビン管理で数量が一
目瞭然であり、紛失や盗難も即時に判明する。



10.環境管理
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 産業排水は地域の環境規制に遵守しており、必要な処理設備はその能力を十分
に備えている。

 産業排気は周辺の企業や住宅地に悪影響を与えることがないよう、必要な処理設
備はその能力を十分に備えている。

 有害危険廃物（3B）は、最寄りの処理会社と契約済で、適切に処理されている。

 再利用可能な産業廃棄物は、その地域を縄張りとする処理業者と契約しており、
無駄なく再利用されている。

 停電の際には、特定の職場と事務所に最低限の電力を供給するための、自家発
電設備を備えている。

 自社内で火災が発生した場合、迅速な初期消火と近隣への延焼防止のために、
社内に消防隊を組織しており、定期的に訓練を実施している。

 従業員の健康管理と共に、社内での伝染防止のため、定期的な健康診断と産業
医による往診も実施している。

https://www.hmkt.jp/59_kankyo.pdf


11.渉外管理
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 業務上関連する中央省庁や、管轄する地方政府機関とのコミュニケーションを大
事にし、インドネシア人スタッフだけでなく、日本人責任者も必要に応じて同行する。

 日本人社会の中の組織だけでなく、インドネシア商工会議所など、現地の業界団
体とも積極的に関りを持ち、ビジネス上のネットワークを広げる。

 公認会計士事務所や弁護士事務所との契約を結び、労働組合との係争、税務署
との折衝、そして取引先との係争における問題に迅速かつ適切に対処する。

 会社の公式サイトを開示し、取引先候補や採用応募者に対して、正しい情報を提
供する。

 イスラム教の犠牲祭への寄付、操業開始○周年記念イベント等を通じ、近隣社会
との交流を大事にする。

https://www.hmkt.jp/74_seiji.pdf


12.知財管理
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 自社ブランドが、知らない内に既に登録されていないことの確認も含め、早目に商
標登録の手続きを済ませる。

 製品図、仕様書等の技術データは集中管理が行われ、ダウンロードや印刷の記
録も集中管理の対象となっている。

 工程図や作業手順書はデジタル化されており、作業改善や工程変更などの経緯
は全てデータとして記録されている。

 ものつくりの模範作業は、動画として保存されており、技能伝承のために活用され
ている。

 各工程やプロセスの、作業工数、作業能率、リードタイム、サイクルタイム等の情
報はデジタルデータで保存されており、ベンチマーキングに利用出来る。



最新のインドネシア情報はこちらから
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インドネシア進出サポート公式サイト
https://www.hmkt.jp/
インドネシア進出準備から撤退までの要点を簡潔にまとめたサイトです。
毎月1日発行のメルマガのバックナンバーも掲載しています。
（Googleトップランキング）

インドネシア最新情報ブログ
https://per-inc.com/blog/
あらゆる分野での情報を毎日、どんなメディアよりも早く紹介しています。

インドネシア進出サポートウエブセミナー
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
公式サイトに掲載されたセミナースライドサンプルの中から、ダウンロード件数の多い
もの順に音声解説付きのスライドをアップロードしています。
インドネシア週刊ニュースダイジェストも毎週月曜日に発信しています。

愛する二つの祖国である、日本とインドネシアの発展のため、
全てのコンテンツは無料で公開されています

https://www.hmkt.jp/
https://www.hmkt.jp/
https://per-inc.com/blog/
https://per-inc.com/blog/
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
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ご清聴ありがとうございました
ここからは質疑応答です
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